
様式第１号

競争入札参加資格審査申請書（基本共通情報）
令和 年 月 日

毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合　管理者　井上　健次　あて

令和８年度において毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合で行われる競争入札に参加する資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

※ ここに記載されたメールアドレスは、入札に関する事項の連絡先として登録します。

※ 主たる営業所の所在地が登記上と異なる場合、登記上の所在地を記入してください。

千円 千円 営業年数 年

人

2 3

代表取締役

住 所

法人又は個人の区分
フ リ ガ ナ モロヤマケンセツ

商 号 又 は 名 称

カワカド　タロウ

川角　太郎

３５０－０４３６

１　法人　

ISO9001シリーズ登録

雇用人数

本店

代表取締役

行政書士押印欄

障害者雇用状況

０４９－２９４－９３３３

フ リ ガ ナ

申請事業所代表者氏名

担 当 者 名

申請事業所代表者役職名

申請事務担当者

カワカド　タロウ

３５０－０４１４

埼玉県入間郡毛呂山町川角１－１－１

申
請
事
業
所
情
報

法定雇用義務の有無

電 話 番 号 ０４９－２９４－９３３３ ０４９－２９４－９３２１

（個人の場合のみ）

備　　考　　欄

電 子 ﾒ ｰ ﾙ ｱ ﾄ ﾞ ﾚ ｽ moroyamakensetu@mohgesuidou.or.jp

100

電 話 番 号

本
店
又
は
主
た
る
営
業
所
情
報

住 所

下水　花子

０４９－２９４－９３３３

総務課　総務第１係

電 話 番 号

F A X 番 号

FAX番号

代 表 者 役 職 名

申　請　業　種 建設工事

０４９－２９４－９３２１

郵 便 番 号

所属事業所・部課係名

電子メールアドレス moroyamakensetu@mohgesuidou.or.jo

郵 便 番 号

8

電 話 番 号

行政　次郎

０４８－８２２－○○△△

1000

株式会社　毛呂山建設

事 業 所 名

後見登録の有無

行 政 書 士 名

０４９－２９４－９３２１FAX番号

川角　太郎

申請事業所印

達成

30

法 人 番 号

ISO14001シリーズ登録あり なし

実 績 状 況 資本金 自己資本額

法定雇用率達成状況あり

フ リ ガ ナ

1

代 表 者 氏 名

埼玉県入間郡毛呂山町川角１－１－１

契約締結

時使用印

印

申請業種を記入してください。

本店又は主たる営業所の情報につい
て記入してください。

申請する日付を記入してください。

法人又は個人と記入してください。

法人の場合は履歴事項全部証明書どおりの役職
名を、個人の場合は通常使用している役職名を記
入してください。

登記上の所在地と主たる営業所の所在地が異なる場合
は、主たる営業所の住所を記入してください。

この申請の内容に係る質問等に応答でき
る方の情報について記入してください。

行政書士が代理で申請する場合には氏名及
び連絡先を記入し押印してください。

主たる営業所の所在地が登記上と異なる場合、登記上の所在地を記入してください。

実績情報欄には審査基準日現在の

情報を記入してください。

申請日直近の6/1現在障害者雇用状況報告書の提出
義務がある事業者は法定雇用義務の有無に『有』を記
入し雇用人数及び達成状況について記入してください。
提出義務のない事業者は『無』と記入し、雇用人数を記
入してください。

申請事業についてISOを取得している場合かつ申請日現在で有

効な情報である場合のみあり、なしを記入してください。

法人番号指定通知書に記載された法人番号を記
入してください。

本店で申請する場合は本店の情報を営業所
等で申請する場合は営業所等の情報につい
て記入してください。

申請事業所印は契約を締結する印

鑑と同じものを押印してください。

いわゆる社判ではありません。

入札に関する事項について通知する際の
連絡先として登録しますので、確実に受信
することができるアドレスを記入してください。
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様式第２号

建　設　工　事　請　負　申　請　情　報

商号又は名称

人

千円

千円

千円

千円

千円

※　総合評定値通知書に基づき記入してください

【都道府県コード一覧表】

１４ 神奈川県知事 ３０ 和歌山県知事 ４６ 鹿児島県知事
１５ 新潟県知事 ３１ 鳥取県知事 ４７ 沖縄県知事

１２ 千葉県知事 ２８ 兵庫県知事 ４４ 大分県知事
１３ 東京都知事 ２９ 奈良県知事 ４５ 宮崎県知事

１０ 群馬県知事 ２６ 京都府知事 ４２ 長崎県知事
１１ 埼玉県知事 ２７ 大阪府知事 ４３ 熊本県知事

０８ 茨城県知事 ２４ 三重県知事 ４０ 福岡県知事
０９ 栃木県知事 ２５ 滋賀県知事 ４１ 佐賀県知事

０６ 山形県知事 ２２ 静岡県知事 ３８ 愛媛県知事
０７ 福島県知事 ２３ 愛知県知事 ３９ 高知県知事

０４ 宮城県知事 ２０ 長野県知事 ３６ 徳島県知事
０５ 秋田県知事 ２１ 岐阜県知事 ３７ 香川県知事

０２ 青森県知事 １８ 福井県知事 ３４ 広島県知事
０３ 岩手県知事 １９ 山梨県知事 ３５ 山口県知事

００ 国土交通大臣 １６ 富山県知事 ３２ 島根県知事
コード 大臣・知事名

０１ 北海道知事 １７ 石川県知事 ３３ 岡山県知事

審　査　基　準　日 R7.9.30

12345

建設業労働災害防止協会加入の有無

申　請　希　望　業　種

有

コード 大臣・知事名

※有の場合は加入証明書を必ず提出してください。

※総合評定通知書の審査基準日を
記入してください。

（経営事項審査をうけたもの）

土木

舗装

許可区分

コード 大臣・知事名

特定

一般

株式会社　毛呂山建設

許　可　情　報

許　　可　　番　　号

監理技術者数（申請日現在） 2

都道府県コード

11

※様式2-2と一致します。0人の場合を除き、様式2-2を
必ず提出してください。

※申請日現在有効な建設業許可番号を
記入してください。

申請業種（５業種まで）

300,000900

850

完成工事高

２年（３年）平均　

総合
評定値

P

100,000

申請日現在有効な建設業許可番号を
記入してください。都道府県コードは下
記一覧表を参考に記入してください。

申請日現在加入している場合は『有』を加入していない
場合は『無』を記入してください。加入している場合は加
入証明書の写しを提出してください。

申請日現在監理技術者資格者証の交付を受けたものの人数を記入してく
ださい。技術者がいる場合は様式２－２号を提出してください。

今回提出する経営事項審査の総合評定値通知書
の審査基準日を記入してください。有効期限は審査
基準日から1年７か月までです。

申請希望業種欄は、申請を希望する業種を記入し、希望業種につい

て経営事項審査の総合評定値通知書から転記してください。
申請日現在有効な経営事項審査の総合評定値通知書が提出できな
い場合は申請を受理できません。また、経営事項審査を受けていない
業種については申請を希望できません。



様式第2-2号

監理技術者数

（申請日現在）

監理技術者
資格者証の写し

※1名分のみ貼付してください。

上記のとおり報告します。

令和8年2月3日

商号又は名称 株式会社毛呂山建設

※有効期間内のもので、資格者証
に記載されている所属建設業者名
が申請事業者と一致しているもの
に限ります。

監理技術者の状況

人2

（表面）

（裏面）

様式第2号監理技術者数と

同じ人数になります。

1名分のみ監理技術者資格証の写しを貼付し

てください。有効期限内のもので所属建設業者

が申請業者と一致しているものに限ります。



様式第3号

設計・調査・測量申請情報

商号又は名称

１　申請情報

測量一般 千円

地図の調整 千円

航空測量 千円

建築意匠 千円

建築構造 千円

空調設備 千円

給排水設備 千円

電気設備 千円

建築積算 千円

機械積算 千円

電気積算 千円

建物調査 千円

土地調査 千円

土地評価 千円

物件及び機械工作物 千円

営業補償・特殊補償 千円

事業損失 千円

補償関連 千円

事業認定 千円

その他 千円

河川・砂防・ダム 千円

港湾及び空港 千円

電力土木 千円

道路 千円

鉄道 千円

上水道 千円

下水道 下水処理施設 千円

下水管渠 千円

農業土木 千円

森林土木 千円

造園 千円

都市計画・地方計画 千円

地質 千円

土質及び基礎 千円

鋼構造・コンクリート 千円

トンネル 千円

施工計画、施工設備及び積算 千円

建設機械 千円

建設環境 千円

その他建設コンサルタント 千円

資料整備 千円

不動産鑑定 千円

計量証明 千円

登記業務 千円

その他【内容】

株式会社　鳩山設計コンサルタント　毛呂山営業所

千円

その他

建設コンサルタント 〇

0

千円

補償コンサルタント

1

地質調査 〇 地質調査

建築関連コンサルタント
1,000

申請業務区分 申請有無 希望業務分類 希望有無 2年間の平均業務実績高

測量 〇
1 5,000

申請を希望する業務分類について『１』を記入してください。

審査基準日からさかのぼって２４か月の「各業務分類の年間平均業務売上高」（消費税抜き）
を千円未満切り捨てで記入してください。

※業務分類ベースで詳細が分からない場合は実績を概算により按分
※希望している業務でも実績がない場合は０を記入
※希望しない業務でも実績がある場合は金額を記入（「希望」欄は空欄）

申請希望の有無を記入してください。

測量業務、建築意匠は申請する事業所で登録されて

いなければ申請できません。

その他を申請希望する場合は内容を記入してください。不
動産鑑定、計量証明、登記業務は登録がないと申請できま
せん。



２　登録情報

 登録

 状況

(1=有)

※ 申請する事業所で★印の登録がない場合は、関連する業務を申請できません（詳細は手引きを参照してください）

３　職員数

人 人 人 人 人 千円

※ 職員数には非常勤役員、非常勤職員、アルバイトは計上しないでください。

5 2 7 1 15 6,000

計量証明事業者登録

設計・調査・測量業務に係る常勤役職・使用人 ④設計・調査・測量
以外の業務に係る常

勤役員・使用人

総職員数（会社全体）
（③+④） 年間平均業務実績高

①技術職員 ②その他 ③計（①+②）

建設環境

その他建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

不動産鑑定業者登録

トンネル

施工計画、施工設備及び積算

建設機械

建設ｺﾝﾀﾞﾙﾀﾝﾄ登録

河川､砂防及び海岸･海洋

港湾及び空港

地質

土質及び基礎

鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ

森林土木

造園

都市計画及び地方計画

下水道 1 建１２第○○３４号

農業土木

電力土木

道路

鉄道

上水道及び工業用水道

土地調査

土地評価

物件及び機械工作物

営業補償・特殊補償

事業損失

補償関連

建築士事務所登録★ 建築関連コンサルタント

地質調査業者登録 地質調査

補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録

総合補償

登録業務名 部　　門 登録番号・登録機関名
登録(更新)
年　月　日
　(西暦)

測量業者登録★ 測量 1 第１２３４○○号（毛呂山営業所） 2025年5月1日

「設計・調査・測量」業務について審査基準日からさかのぼって2年

間（24か月）の平均売上高（消費税抜き）を記入してください。千円未

満は切り捨ててください。

申請日現在、申請の有無に関わらず登録が
ある場合は『１』を記入してください。

登録番号は次の例に準じて記入してください。

【例】

測量業者登録→第×××××号（本店又は○○支店等）

建築士事務所登録→第×××××号（本店又は○○支店等）

地質調査登録→質○○第××号

補償コンサルタント登録→補○○第××××号

建設コンサルタント登録→建○○第××××号

不動産鑑定業者登録→第××××号

計量証明事業者登録→○○第××××号

登録機関名は次に準じて記入してください。

【例】

「国土交通省関東地方整備局」「埼玉県知事」等

測量業者登録及び建築士事務所登録については、申請する事業所

名を登録番号の後ろにカッコ書きで記入してください。

申請する事業所で測量業者登録及び建築士事務所登録はないが、

会社として登録がある場合は、登録のある事業所名を登録番号の後

ろにカッコ書きで記入してください。（この場合、申請希望はできませ

ん。）

【記入例】

申請事業所：毛呂山コンサルタント(株)長瀬営業所

登録業務：測量業者登録は長瀬営業所としてあり

建築士事務所登録は長瀬営業所として登録なし

実人数を記入してください。二重計上をしないでください。



様式第４号

物品・その他業務申請情報

商号又は名称

１　申請業務

２　契約金額 （単位千円、消費税抜き）

1

2

3

4

5

３　職員数

人 人 人

※ 職員数には非常勤役員、非常勤職員、アルバイトは計上しないでください。

越生商事株式会社

10 5 15

申請業務に係る常勤役員・使用人 申請業務以外に係る常勤役員・使用人

3,000

0 100

合　　　　　　計

5

4,000

申　請　業　務　区　分

下水道管調査

データ入力、ファシリティ・マネジメント、システム分析、セキュリティ関連業務

希　　望　　業　　務　　分　　類

下水道維持管理1

2 電算業務

50

2,000

過去２年間平均実績高

下水道維持管理

前々年度契約額 前年度契約額申　請　業　務　区　分

電算業務

4

3
別表1「業務分類 物品・その他」を参照のうえ申
請業務区分名を記入してください。

別表1「業務分類 物品・その他」を参照のうえ希望業
務分類名を記入してください。希望業務分類は数に制
限ありませんが選んだ申請業務区分以外の業務分類
は選べません。

千円未満切捨て、消費税抜きの額を記入してくだ
さい。年度は申請日直前の決算日を基準としてく
ださい。

前年度、前々年度の平均実績
高を記入してください。

実人数を記入してください。二重計上をしないでください。



様式第５号

委　　任　　状
年 月 日

毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合　管理者　あて

〒

商号又は名称

代表者役職名

代表者氏名 毛呂山　太郎 ㊞

私は、下記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

〒

商号又は名称

代理人を置く営業所名

代理人役職名

代理人氏名 毛呂山　花子 ㊞

記

１　委任事項

（１） 入札参加資格審査申請に関すること。

（２） 入札及び見積りに関すること。

（３） 契約の締結に関すること。

（４） 契約の履行に関すること。

（５） 代金の請求及び受領に関すること。

（６） 復代理人の選任に関すること。

（７） 前各号に付帯する一切のこと。

２　委任期間

（１）については、

申請日から 令和 年 月 日

（２）～（７）については、

名簿登載日から 令和 年 月 日

※ この様式は、申請事業所の代表者が代表取締役以外の場合の使用印鑑届を兼ねています。

委任者

受任者

９ ３ ３１

8 2 3令和

契約時使用印鑑

３５０－０４３６

３５０－０４００

３ ３１

営業所の所在地

代表取締役

埼玉県入間郡毛呂山町川角１－１－１

毛呂山建設株式会社

代理人を置く
営業所の所在地

越生支店

支店長

毛呂山建設株式会社

埼玉県入間郡越生町越生２－２－２

９

支

店

長

印

代
表

取
締
役
印

同じ印を2箇所に押してください。

様式第1号「申請事業所情報」欄と一致しま
す。（印鑑含む）

様式第1号本店又は主た

る営業所情報」欄と一致

します。

申請日を記入してください。

支

店

長



様式第６号

使　用　印　鑑　届

令和 年 月 日

毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合　管理者　あて

商号又は名称

代表者役職名

代表者氏名

私は、下記の印鑑を次の（１）から（６）について使用します。

（１）　入札参加資格審査申請に関すること。

（２）　入札及び見積りに関すること。

（３）　契約の締結に関すること。

（４）　契約の履行に関すること。

（５）　代金の請求及び受領に関すること。

（６）　前各号に付帯する一切のこと。

※ 　この様式は、代理人を置かない場合に提出してください。

※

８ ２ ３

　代表者印（代表取締役印等）の実印を使用する場合は、左右２か所に同じ印を押印し
てください。

越生商事株式会社

代表取締役

鳩山　次郎

代表者印（実印） 使　用　印　鑑

代
表

取
締
役

代
表

取
締
役

代表者印の実印を使用印鑑として使用する場合

は左右２か所に同じ印を押印してください。

様式第１号「申請事業所印」と一致します。

申請日を記入してください。代理人を置かない場合に
必要となります。



様式第7号

営業所一覧表（設計・調査・測量）

営業所の名称 許可業種 郵便番号 所在地

０４８－１１１－１１１１
さいたま市さいたま１０００－１

電話番号

ファクシミリ番号
（本             店）

株式会社△□○設計
地質調査 補償コンサルタント

3 4 5

測　　量 建設関連コンサルタント 1 1 2

6

０３－０００１－２２２２―
東京都東京市２０００－２

建設コンサルタント そ　の　他

5

2

―

2

０４８－１１１－１１１２

０３－０００１－２２２３6 7

（その他の営業所） 測　　量 建設関連コンサルタント 1

関東支店
地質調査 補償コンサルタント

4建設コンサルタント そ　の　他

関西支店
測　　量 建設関連コンサルタント 2 1

０６－０００２－１２３２
地質調査 補償コンサルタント

5

０６－０００２－１２３４1 ―
大阪府大阪市３０００－３

建設コンサルタント そ　の　他 6 7 8
測　　量 建設関連コンサルタント

建設コンサルタント そ　の　他

地質調査 補償コンサルタント
―

補償コンサルタント
―測　　量 建設関連コンサルタント

建設コンサルタント そ　の　他

測　　量 建設関連コンサルタント

建設コンサルタント そ　の　他

地質調査 補償コンサルタント
―

地質調査

補償コンサルタント
―測　　量 建設関連コンサルタント

建設コンサルタント そ　の　他

測　　量 建設関連コンサルタント

建設コンサルタント そ　の　他

地質調査 補償コンサルタント
―

地質調査

地質調査 補償コンサルタント
―測　　量 建設関連コンサルタント

建設コンサルタント そ　の　他

測　　量 建設関連コンサルタント

測　　量 建設関連コンサルタント

建設コンサルタント そ　の　他

地質調査 補償コンサルタント
―

建設コンサルタント そ　の　他

―
地質調査 補償コンサルタント

許可を受けている業種を○で囲んで下さい。

営業所がない場合はその他の営業所欄には
『なし』と記入してください。



様式第8号

営業所一覧表（物品・その他）

営業所の名称 郵便番号 所　在　地
電　話　番　号

ファクシミリ番号

2 ―
埼玉県さいたま市●▲区８８８－８８

０４８－００１－１２３４

○△商事株式会社 2 2

（本             店） 0 1

０４９－００２－４３２１

1 3 ―
埼玉県川越市■◆町９９９－９９

０４９－００２－９８７６

川越営業所 3

2 2 ０４８－００１－４３２１

（その他の営業所） 0

3 3 3

所沢営業所
4 ―

埼玉県所沢市▲●◆７７７－７７
０４－０００３－１１１１

4 4 4

0 1

4 ０４－０００３－１１１２

―

―

―

―

―

―

―

―

―

営業所がない場合はその他の営業所欄には『な
し』と記入してください。



様式第9号

商号又は名称

建設工事の種類 工事

着工年月

完成(予定)年月

2024年４月

2025年３月

2024年５月

2025年２月

工　事　経　歴　書

建設工事

（単位：千円）

下請 200,000

毛呂山建設株式会社

業務名（契約名）

○×処理分区管渠布設工事その２

△○浄化センター機械建設工事

川越市 10,000元請

○×建設株式会社

注文者
元請又は
下請の別

契約金額

下請の場合は「注文者」には元請業者
名を記入し「工事名」には下請け工事名
を記入してください。 過去2年以内に請負った官公庁発注の主な工事につい

て、希望する業種ごとに記入してください。（官公庁実績
がない場合は民間実績で可）
実績がない場合は、『実績なし』と余白に記入してくださ
い。



様式第10号

商号又は名称

登録希望業種

（単位：千円）

注文者 契約金額 契約年月日

坂戸市 4,000 2025年4月1日

日高市 300,000 2025年7月1日

業　　務　　経　　歴　　書

業務名（契約名）

○×システム保守委託

△□ネットワーク構築委託

越生商事株式会社

電算業務

過去2年以内に請負った官公庁発注の主な工事について、

希望する業種ごとに記入してください。（官公庁実績がない場

合は民間実績で可）

実績がない場合は、『実績なし』と余白に記入してください。



様式第11号

組　 合 　員 　名 　簿

組合の名称

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※　組合員名が個人の場合は個人名を、法人の場合は法人名を記入してください。

組合員名

○×建設株式会社

株式会社△□建設工業

□○　二郎 ◇□市７－８－９

（※１）　　　

○△市１－２－３

株式会社□○土木

△□　太郎 □▲町１２３番地

○×　一郎

□×△建設協同組合

代表者名 所在地 備考

事業協同組合、協業組合、企業組合等、官公需についての中小
企業者の受注の確保に関する法律及び同法施行令に規定する組
合で申請する場合に提出してください。



様式第11-2号

役　　員　 　名 　　簿

組合の名称

代表取締役 □○　二郎副理事長 株式会社□○土木

副理事長 株式会社△□建設工業 代表取締役 △□　太郎

組合役職名

理事長 ○×建設株式会社 代表取締役 ○×　一郎

□×△建設協同組合

備考氏名
役職名商号又は名称

所属事業者

事業協同組合、協業組合、企業組合等、官公需についての中小
企業者の受注の確保に関する法律及び同法施行令に規定する組
合で申請する場合に提出してください。



様式第１２号

○○建設業協同組合

№

1 0 0 - 9 9 9 9 9 9 6 0 0 0 0 4 0 0 0 0 8 1 0 1 3 0 0

2 1 1 - 8 9 9 9 9 9 5 0 0 0 0 2 0 0 0 0 7 2 0 9 8 0

3 1 1 - 9 9 9 9 9 8 4 0 0 0 0 2 0 0 0 0 7 1 0 8 0 0

4 1 1 - 9 9 9 9 8 8 3 0 0 0 0 1 0 0 0 0 7 0 0 6 4 0

5 -

6 -

1 5 0 0 0 0 9 0 0 0 0 7 3 5 9 3 0

1 5 5 0 0 0 0 1 5 0 0 0 0

2 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

3 - 5 0 0 0 0

4 8 0 0 0 0 8 0 0 0 0

5

6

数値
特例 7 3 0 0 0 0 3 8 0 0 0 0

1 3 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

2 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

3 - 5 0 0 0 0

4 5 0 0 0 0 5 0 0 0 0

5

6

数値
特例 4 5 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0

1 1 5 1 1 0 5 3 3 2 0 3 3

2 3 2 0 3 2 3 2 0 2 3

3 - - - - - 2 1 0 1 2

4 1 0 0 1 0 1 1 0 0 1

5

6

数値
特例 1 9 1 3 0 9 5 9 6 0 6 9

（講習受講） 基幹 二級 その他一級その他 一級 （講習受講） 基幹 二級 その他 一級 （講習受講） 基幹 二級 その他その他 一級 （講習受講） 基幹 二級

№

建　設　工　事　の　種　類　別　技　術　職　員　数
①

土木工事
②

舗装工事
③ ④ ⑤

一級 （講習受講） 基幹 二級

№

建　設　工　事　の　種　類　別　年　間　平　均　元  請  完　成　工　事　高　（千円）
①

土木工事
②

舗装工事
③ ④ ⑤

特 例 適 用 後 数 値

№

建　設　工　事　の　種　類　別　年　間　平　均　完　成　工　事　高　（千円）
①

土木工事
②

舗装工事
③ ④ ⑤

社会性等
評点（W）

○○建設業協同組合

(株)毛呂山建設工業所

越生下水建設(株)

(有)鳩山下水道工業

商号又は名称 業　者　番　号（許可） 自己資本額（千円） 利益額（千円）
経営状況
評点（Y）

官 公 需 適 格 組 合 資 格 審 査 数 値 計 算 表

組合の名称

「経営状況評価点（Ｙ）」欄、「社会性評価点（Ｗ）欄
は、小数点第１位を四捨五入した平均値を記入し
て下さい。各組合員の合計した数値を記入して下さい。

各組合員の合計した数値を記入して下さい。

各組合員の合計した数値を記入して下さい。

各組合員の合計した数値を記入して下さい。

DD

1級技術者のうち、講習
受講済みの人数を記入
してください。



様式第１３号

支　店　・　営　業　所　案　内　図

商号又は名称及び
営 業 所 の 名 称

営業所の所在地

案 内 図 記 入 欄

※　この様式は、毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合に対して契約権限を有する支店・営業所が「毛呂山町・
越生町・鳩山町内に所在する場合」に提出してください。

※縮尺は任意です。目印となる道路、建築物等を含めて記入してください（地図等の写しの貼付可）



様式第１４号

商号又は名称

申請事業所名

申請事業所住所

事業所全景写真 ※事業所の全景で、社名がわかるように撮影されているもの。3か月以内。白黒不可。

事務所内部写真 ※事務所内が広範囲に撮影されているもの。３ヶ月以内。白黒不可。

※　この様式は、毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合に対して契約権限を有する支店・営業所が
「毛呂山町・越生町・鳩山町内に所在する場合」に提出してください。

支店・営業所写真



電算入力票　（建設工事）

〒

千円 人 年

（許可区分） （千円）

※「資格審査申請業種」欄は、経営事項審査結果通知書から転記し、受注希望種類を５業種以内で記入してください。

受付番号
（組合使用欄）

資　　　格　　　審　　　査　　　申　　　請　　　業　　　種

建設業退職金共済制度への加入 有 ISO認定証取得 無

100,000 1

300,000 2特定 土木 900

一般 舗装 850 2

3 1

資　　　本　　　金 職　　員　　数 営　業　年　数

1,000 30 30

建　設　工　事　の　種　類
総合評点

年間平均完成工事高 技　　術　　職　　員　　数

一級 講習受講 基幹 二級 その他

申請事務担当者

所属所名 総務課　総務第１係

氏　　名 下水　花子

T　E　L ０４９－２９４－９３３３ （内線） 123

Ｔ Ｅ Ｌ ０４９－２９４－９３３３ FAX ０４９－２９４－９３２１

電子メールアドレス moroyamakensetu@mohgesuidou.or.jo

フリガナ モロヤマケンセツ

商号又は名称 株式会社　毛呂山建設

申
請
事
業
所

事 業 所 名 本店

申 請 事 業 所
代 表 者 役 職 代表取締役

フ リ ガ ナ カワカド　タロウ

代 表 者 氏 名 川角　太郎

住 所

３５０－０４１４

埼玉県入間郡毛呂山町川角１－１－１

エクセルで入力する場合は、自動的に青文字部

分が入力されます。
正しく表示されているか確認の上提出してくださ
い。（表示されていない場合は直接入力してくだ
さい。）

内線番号がある場合は
記入してください。

基準日現在の職員数を記入し
てください。
（パート、アルバイト等は除く）

経営事項審査の総合評定通知に記載され
た内容を転記してください。



電算入力票　（設計・調査・測量）

〒

千円 人 年

千円

千円

千円

千円

千円

千円　その他

※「希望業務の実績高」欄は、希望する種類に○を記入し、審査基準日からさかのぼって2年間の会社全体の年間平均業務実
績高を記入してください。

　補償コンサルタント

　建設コンサルタント

　建築コンサルタント

　地質調査

希　　望　　業　　務　　の　　実　　績　　高

種　　　　　　　　　　　　　類 業　務　実　績　高（税抜き）

　測量

資　　　本　　　金 職　　員　　数 営　業　年　数

電子メールアドレス

申請事務担当者

所属所名

氏　　名

T　E　L （内線） 22

申
請
事
業
所

事 業 所 名

申 請 事 業 所
代 表 者 役 職

ふ り が な

代 表 者 氏 名

住 所

Ｔ Ｅ Ｌ FAX

受付番号
（組合使用欄）

ふりがな

商号又は名称

エクセルで入力する場合は、自動的に青文字部

分が入力されます。
正しく表示されているか確認の上提出してくださ
い。（表示されていない場合は直接入力してくだ
さい。）

内線番号がある場合は
記入してください。

希望業務分類数によっては、印刷の際、うまく表示されない場合がござい

ます。その際は文字を小さくするなど調整してください。

様式第３号の内容と一致しているか確認してください。



電算入力票　（物品・その他）

〒

千円 人 年

千円

千円

千円

千円

千円

※「希望業務の実績高」欄は、希望する業務について審査基準日からさかのぼって2年間の会社全体の年間平均業務実績高
を記入してください。

50

希　　望　　業　　務　　の　　実　　績　　高

申請業務区分 希　　望　　業　　務　　分　　類 業務実績高（税抜き）

3,000

資　　　本　　　金 職　　員　　数 営　業　年　数

電子メールアドレス

申請事務担当者

所属所名

氏　　名

T　E　L （内線） 1234

申
請
事
業
所

事 業 所 名

申 請 事 業 所
代 表 者 役 職

ふ り が な

代 表 者 氏 名

住 所

Ｔ Ｅ Ｌ FAX

受付番号
（組合使用欄）

ふりがな

商号又は名称

内線番号がある場合は
記入してください。

エクセルで入力する場合は、自動的に青文字部

分が入力されます。
正しく表示されているか確認の上提出してくださ
い。（表示されていない場合は直接入力してくだ
さい。）

希望業務分類数によっては、印刷の際、うまく表示されない場合がござい

ます。その際は文字を小さくするなど調整してください。

様式第４号の内容と一致しているか確認してください。



様式第１５号

指名競争入札参加資格者変更届

令和 年 月 日

毛呂山・越生・鳩山公共下水道組合

管理者 あて

〒

所在地又は住所

商号又は名称

代表者役職

代表者名 ㊞

建設工事

令和 ・ 年度 設計・調査・測量 に係る指名競争入札参加資格に関し、下記のとおり

物品・その他

変更がありましたので届け出ます。

記

※　この変更届には、変更の事実を証する書類を添付すること。

変　更　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日

受付番号

所属営業所・部課係名

建 設 工 事

設 計 ・ 調 査 ・ 測 量

物 品 ・ そ の 他

届出事務担当者

担 当 者 氏 名

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

メ ー ル ア ド レ ス



No 様式番号 名　　　　　　称 建設工事 設計・調査・測量 物品・その他

1 第１号 競争入札参加資格審査申請書（基本共通情報）

2 第２号 建設工事請負申請情報

3 第２－２号 監理技術者の状況

4 第３号 設計・調査・測量申請情報

5 第４号 物品・その他業務申請情報

6 第５号 委任状

7 － 経営事項審査の総合評定値通知書の写し

8 － 建設業の許可通知書または許可証明書の写し

9 －
建設業許可申請書（様式第１号表紙及び別表（別紙
二））の写し

10 － 財務諸表の写し

11 － 営業に関し法律上必要な証明書等の写し

12 －
身元（分）証明書または後見登録されていないこと
の証明　【個人事業主のみ】

13 － 登記事項証明書の写し【法人のみ】

14 第６号 使用印鑑届

15 第７号 営業所一覧表（設計・調査・測量）

16 第８号 営業所一覧表（物品・その他）

17 第９号 工事経歴書

18 第１０号 業務経歴書

19 第１１号 組合員名簿

20 第11-2号 役員名簿

21 － 官公需適格組合証明書の写し

22 － 組合員の経営事項審査の総合評定値通知書の写し

23 第１２号 官公需適格組合資格審査数値計算表

24 － 法人税と消費税及び地方消費税の納税証明書の写し

25 －
法人（個人）町民税の納税証明書の写し
（３町内個人・法人のみ）

26 － ISO認証取得登録証の写し

27 － 建設業労働災害防止協会加入証明書の写し

28 － 建設業退職金共済事業加入・履行証明書の写し

29 － 代理店証明書の写し（証明を受けている場合のみ）

30 第１３号 支店・営業所案内図

31 第１４号 支店・営業所写真

32 － 電算入力票

33 － 返信用封筒（定形、110円切手を貼付）

※書類は番号順に並べ、個別フォルダーに挟んで提出してください。

新型コロナウイルス感染症の影響等による猶予制度を受けていて、納税証明書等が発行されない場合は、

申請の手引８ページに掲載の書類を提出すること。

提出書類チェックシート（提出前に必ずチェックをお願いします）


